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業績賞贈呈
（写真：敬称略）

本会選奨規程第 9条イ号（電子工学及び情報通信に関する新しい発明，理論，実験，手法などの
基礎的研究で，その成果の学問分野への貢献が明確であるもの），ロ号（電子工学及び情報通信に
関する新しい機器，又は方式の開発，改良，国際標準化で，その効果が顕著であり，近年その業績
が明確になったもの），ハ号（電子工学及び情報通信並びに関連する分野において長年にわたる教
育の質向上に資する教育施策の遂行，教育の実践（教育法，教材等の開発を含む），著述及びその
普及を通じて，人材育成への貢献が明確になったもの）による業績に対し，下記の 7件を選び贈呈
した．

5G/Beyond5G に向けた
超知性ネットワークソフトウェア化の先駆的研究

受賞者 中尾彰宏

将来の 5G・IoT が本格普及する時代においては，通
信を利用したアプリケーションやサービスの多様化が進
むことは明らかであり，多様化するユースケースに柔軟
に対応する通信基盤の実現が必須の課題となっている．
この社会課題を解決するため，受賞者である中尾彰宏氏
は，ネットワークのソフトウェア化に関わる研究開発に
広く取り組んできている．ネットワークのソフトウェア
化は通信と情報科学の学際的融合分野であり，我が国で
は若手研究者が圧倒的に不足していると同時に企業にお
ける国際競争力向上が必須の分野である．また，今後は，
ソフトウェア化された通信機器の技術基準も必要である
ことから，より一層の研究開発の進展が求められるのみ
ならず，産学官が連携した取組みが重要となっている．
このような環境において，受賞者は，通信工学と情報

科学の知見を生かし，様々なネットワークの機能を柔軟
かつ多数独立に共存させる「ネットワーク仮想化技術」
に関し，学術界に一貫して 10 年以上にわたり貢献して
きた．特に，通信基盤を構成する帯域・計算・記憶資源
など，ソフトウェアでプログラム可能な資源を，アクセ
ス（無線・有線）・エッジ・コア・クラウドに至るまで
エンドエンドでネットワークの機能・資源を独立の集合

である“スライス”に分割し，実装された機能を互いに
非干渉に実行可能とする「ネットワークスライシング技
術」の研究開発を推進してきた．
また，ネットワーク仮想化技術において，ソフトウェ

アによる集中制御を実現する Software Defined Net-
working（SDN）や，機能を仮想化マシン上に構築する
Network Functions Virtualization（NFV）が重要な要
素技術として認識される中，当初から SDN と NFV の
融合に相当する概念や，データ転送処理を行う機構であ
る「データプレーン」を仮想化して各データプレーン上
で通信を一から創造することや複数データプレーンが共
存することを可能とする Deeply Programmable Net-
working（DPN）の概念を世界に先駆けて提唱し，国内
の研究開発をけん引してきた．具体的には，主要企業 6
社との 6年にわたる省庁委託研究において，プロジェク
トリーダとして DPN の概念を実現する「仮想化ノード
（VNode)｣(1)の開発やテストベッドへの展開による実証
に取り組んだ成果が大きい．その間，海外での通算 20
回以上の基調講演をはじめ，多数の招待講演，Best Pa-
per Award や Best Demonstration Award(2)の受賞など
により成果は世界的に知られ，受賞者が提唱，開発した
技術の中には欧米に先行した技術も多い．
5G の商用実装に向けては，第 5 世代モバイル推進
フォーラム（5GMF）のネットワーク委員会委員長とし
て，有・無線エンドエンドネットワークスライシングの
提唱・けん引を含め，5G の国内商用サービス開始に向
けて尽力してきた．更にこれらの研究活動と並行し，
ITU-T，ETSI，3GPP における標準化活動にも積極的
に貢献している．
また，近年では，“考えるネットワーク”の構想の下，
ソフトウェア化されたネットワークの運用に AI・機械
学習を適用することにより，運用自動化やネットワーク
資源の自律的最適配置など，新たなネットワークの価値
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の実現に向けて積極的な研究活動を展開しており，本分
野をけん引する意欲も極めて高い．
以上述べたように，受賞者は，先駆的かつ独創的な研

究に加えて社会実装にも取り組み，その功績は顕著であ
り，本会業績賞にふさわしいものである．
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公開鍵暗号に対する汎用的な変換方式の
先駆的研究

受賞者 藤﨑英一郎 受賞者 岡本龍明

1976 年に Diffie と Hellman によって概念が提唱され
た公開鍵暗号は，その後の情報セキュリティシステムを
根本から変えるものであった．現在，インターネットの
ような大規模ネットワークで通信の秘密を守れるのも公
開鍵暗号があって初めてなし得るものである．
公開鍵暗号には様々な安全性のクラスが知られている

が，中でも選択暗号文攻撃に対する識別不可能安全性
（IND-CCA 安全性）は，最も強い安全性のクラスであ
り，また Bleichenbacher の（SSL に当時含まれていた）
RSA PKCS#1 暗号への選択暗号文攻撃や Canetti の汎
用結合安全性理論を経て，実利用での公開鍵暗号が満た
すべき適切な安全性との認識が既に確立している．公開
鍵暗号が IND-CCA 安全とは，図 1 のように攻撃者が，
解読ターゲット暗号文以外のどんな暗号文も復号しても
らえる（選択暗号文攻撃）環境であっても，解読ター
ゲット暗号文の平文のいかなる部分情報も得ることがで
きないときを言う．
本賞に関する受賞者らの業績は，公開鍵暗号に対する

二つの汎用的な変換方式を発明したことである．

･方式 1(1), (2)：
復号オラクルの助けが得られない攻撃者に対して，平

文のいかなる部分情報をも漏らさないのであれば，その
公開鍵暗号は IND-CPA 安全であるという．選択暗号
文攻撃ができないため，IND-CPA 安全性は IND-CCA
安全性より弱い安全性のクラスである．受賞者らは，文
献(1)で任意の IND-CPA 安全性な公開鍵暗号を僅か
なコストで IND-CCA 安全な公開鍵暗号に変換する方
式を提案した．元の方式の平文の一部を乱数として使用
するため，暗号化できる平文のサイズは少し小さくなる
が，暗号文のサイズは元の方式と変わらない．暗号化の
コストは元の方式とほぼ変わらず，一方，復号は元の方
式の復号処理に加えて暗号化処理が 1回必要である．方
式 1 は 2019 年に国際暗号学会（International Associa-
tion for Cryptologic Research）の PKC Test of Time
Award に選ばれるなど極めて高い評価を受けている．

･方式 2(3), (4)：
復号オラクルの助けが得られない攻撃者に対して，暗
号文が完全解読されないのであれば，その公開鍵暗号は
OW-CPA 安全であるという．これは暗号が暗号として
の役目を果たす最低条件であるため，OW-CPA 安全性
は最も弱い安全性のクラスである．受賞者らは，任意の
OW-CPA 安全な公開鍵暗号を IND-CCA 安全な公開鍵
暗号に効率良く変換する方式を提案した(3)．方式 1と比
べると，暗号文のサイズが平文のサイズ分大きくなる一
方，暗号化，復号の処理の重さはほぼ変わらない．方式
2 は Diffie-Hellman 鍵配送との組合せで 2000 年の日経
BP 技術賞を受賞している．また，この組合せは ISO/
IEC 18033 で標準化され，更に欧州連合（EU）が制定
した暗号規格 NESSIE（EU 暗号規格）の第一推奨暗号
にも選ばれている(5)．方式 2はその汎用性の高さから極
めて多数の学術論文に引用されているほか，現在進行中
の米国技術標準局NIST の耐量子公開鍵暗号の標準化プ
ロジェクトに提案された公開鍵暗号のほとんどが方式
2，またはその派生方式を部品として組み込んでいる(6)．
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以上のように，受賞者らは，任意の公開鍵暗号を最も
強いクラスの公開鍵暗号に効率良く変換する二つの方式
を発明し，その後の公開鍵暗号の理論，標準化に多大な
影響を与えた．よって，受賞者らの研究成果は，業績賞
にふさわしいものである．
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収音用適応ビームフォーミングに関する
先駆的研究

受賞者 宝珠山 治 受賞者 金田 豊

現在，スマートスピーカを中心に急拡大している音声
入力機能は，コンピュータと人間とのインタフェースを
確実に変革しつつある．その際，口元にマイクロホンを
装着する煩わしさのないハンズフリー収音においては，
周囲雑音と残響を除去することが求められる．マイクロ
ホンアレー技術は複数のマイクロホン出力に含まれる時
空間情報を用いて，音声等の目的音を抽出可能にする技

術として期待され，1980 年代前半，100 個を超えるマイ
クロホンを用いたメートルオーダの巨大な超指向性ア
レーが，ベル研ほかで試作されていた(1)．しかしその装
置サイズ，コスト共に膨大であり，民生用への搭載は困
難であった．当時，発展段階にあった適応ビームフォー
ミングは，レーダ等の無線アンテナで実用化が始まりつ
つあったが，無線の狭帯域向けであり，それを広帯域で
ある音声信号に適用する方法は分かっていなかった．
受賞者らの研究は，広帯域音声信号を対象としたマイ

クロホンアレーに適応ビームフォーミング技術を導入し
たブレークスルーである．受賞者（金田）は，巨大なマ
イクロホンアレー装置の検討がされる中，適応ビーム
フォーミングの可能性を世界で最も早く実証した(2)～(4)．
この研究では，適応アルゴリズムに新たな広帯域拘束条
件を導入することで，僅か数個のマイクロホンを 10 cm
以下に配置するだけで，10 dB を超える雑音抑圧性能が
得られることを示した（図 1）．また，受賞者（宝珠山）
によるロバスト化技術は，マイクロホンアレーの実用化
上避けられない感度誤差や，反射音環境で目的音が著し
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く劣化する，という実環境における致命的な問題を 2段
階の適応信号処理により解決した(5), (6)．このロバスト
化技術により，適応ビームフォーミングは，様々な環境
でも安定した性能が得られることとなった（図 2）．そ
して，10 cm 程度に配置した小規模なマイクロホンア
レーを用いた実時間処理装置を試作し，それを高騒音下
で撮影したビデオを，国際学会等においてデモンスト
レーションも行っている．DSP チップが未成熟な当時
の実時間動作は大きなインパクトを与え，その効果の高
さから多くの追従者を生んだ．このように受賞者らは，
世界に先駆けて，適応ビームフォーミングの可能性の実
証と，それに引き続いてロバスト化技術の提案を行い，
適応ビームフォーミングの実用化に大きな寄与をなし
た．
また，現在製品化されているスマートスピーカにおい
て，音声認識率を高めるために，目的音の方向推定と組
み合わせた，受賞者らが開発した適応ビームフォーミン
グの技術が搭載されたものも多数ある．スマートスピー
カ最大手のAmazon，Alexa の開発セット説明書におい

ても，遠隔からの音声認識のために適応ビームフォーミ
ングが強く推奨されている．近年，独立成分分析
（ICA）を利用したブラインド音源分離手法（平成 28 年
度本会業績賞(7)）やニューラルネットを利用した選択収
音技術など，様々な高品質収音方法が提案されている
が，これらの技術も収音動作の本質は適応ビームフォー
ミングと同等なものであることが多い．このように，適
応ビームフォーミング以外の収音方法においても，受賞
者らの開発した技術の一部が組み込まれていたり，開発
の参照として利用されている．更に，受賞者らが執筆し
た論文や書籍は，適応ビームフォーミング研究の普及・
発展に大きく貢献している(2)～(6), (8), (9)．
以上述べたように，受賞者らの功績は極めて顕著であ

り，本会業績賞にふさわしいものである．
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図 1 各種マイクの指向性パターン

図 2 信号源方向に対する収束後の正規化出力特性



高精度な顔認証技術の開発と実用化

受賞者 今岡 仁

受賞者 森下雄介 受賞者 早坂昭裕

2001 年米国同時多発テロを契機とした安全・安心に
対する関心の急速な高まりとともに，顔認証技術が脚光
を浴びている．顔認証は，人間が日常的に行う自然な本
人確認手段であるが，照明の違いや顔の経年変化によ
り，機械による高精度な顔認証の実現は非常に困難を極
めた．この問題に対して，受賞者らは 2002 年から研究
を開始し，大規模データを継続的に収集するとともに，
顔認証のコア技術となる顔検出，顔特徴点検出，顔照合
などの研究開発（図 1）を精力的に進めた．中でも超多
クラス問題に対する計量学習手法を世界に先駆けて開発
したことで(1)，認証誤り率を大幅に低減し，これが技術
ブレークスルーとなった．
受賞者らは技術の有効性を第三者機関で評価するため

に，2009 年から世界的な権威を有する米国国立標準技
術研究所が主催するベンチマークに参加した．2010 年
に参加したベンチマークでは，世界有力トップベンダが
参加する中，2 位の参加組織と比べて 1/10 以下という

圧倒的に低い認証誤り率でトップを獲得し，NEC の顔
認証製品が世界に展開されるきっかけとなった．更に，
2019 年 9 月に公開された最新のベンチマーク結果(2)で
は，米国や中国，ロシアの競合ベンダなど 49 組織（48
企業，1 研究機関）が参加する中，認証精度と検索速度
において 5回目のトップを獲得した．160 万人登録時に
おいて 2 位の企業の 1/3 である 0.4% の認証誤り率，更
に検索速度でも 2.3 億件／秒を実現した（図 2）．2009
年以降，約 10 年にわたるベンチマークでの認証精度
トップの獲得に加え，加齢による経年変化や多人種対応
など，実用面でも高い評価を得ている．
このような技術とノウハウを結集した顔認証製品

「NeoFace®」は，目視確認の負担と誤りを減らし，短時
間で高精度に認証できることからその有効性が認めら
れ，出入国管理システム，モバイル機器不正利用防止
等，45 か国以上で採用され，本人認証の様相を一変さ
せた．本製品は米国の JFK 国際空港における入国審査
用顔認証システムに採用され，安全な空港運営及び手続
き迅速化，サービス向上に必要不可欠な技術となってい
る（図 3）．インドの国民 IDシステムでは，顔認証を含
めたマルチモーダルシステムとして 13 億人に利用され，
社会インフラになっている．更に，イギリス，オースト
ラリア，ブラジルなどの政府主要警備システムや，世界
最大の航空連合であるスターアライアンスに採用される
など，世界中のパブリックセーフティシステムのインフ
ラとして利用されている．国内では，10 万人規模のコ
ンサートにおけるチケット不正売買防止システムや，
チェックインから搭乗まで顔認証で通過できる成田空港
における One ID システムへの採用や，東京 2020 オリ
ンピック・パラリンピックの関係者向けセキュリティ
ゲートへの納入（図 4）など，幅広い用途で利用されて
いる(注1)．
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図 1 顔認証コア技術

(注 1) NEC は東京 2020 ゴールドパートナー（パブリックセーフティ
先進製品＆ネットワーク製品＆業務用無線システム）．



顔認証の精度が大幅に向上したことで，今後，顔認証
決済など，より厳密な本人確認が求められる場面での利
用も検討されている．顔認証は，ID やパスワードが不
要で手ぶらで認証できる利便性と社会の安全・安心・公
平・効率を実現するツールとして更に普及が進むと見込
まれている．
これらの実績が認められ，生体認証のトップカンファ
レンスである IEEE International Joint Conference on
Biometrics 2014 で基調講演(3)を務めるとともに，第 3
回技術経営・イノベーション賞文部科学大臣賞をはじ
め，数々の賞を受賞している．また製品も 2016 年フロ

スト＆サリバン ベストプラクティス賞，2017 年 CEA-
TEC Award 経済産業大臣賞，2018 年度日刊工業新聞社
十大新製品賞を獲得している．このような事実から，本
業績は学術・実用両面で極めて顕著であり，本会業績賞
にふさわしいと考える．

文 献
(1) 今岡 仁，“リアルタイム監視を実現する動画顔認証技術，”

NEC技報，vol. 69, no. 1, pp. 34-37, Sept. 2016．
(2) P. Grother, M. Ngan, and K. Hanaoka, “Face recognition vendor test

(FRVT),” NIST Interagency Report 8271 (2019/09/11), 2019.

(3) H. Imaoka, “Face recognition research : beyond the limit of accuracy,”
International Joint Conference on Biometrics, Keynote speaker, 2014.
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図 2 最新評価における認証誤り率と速度の比較

図 3 米国 JFK空港顔認証システム

図 4 東京 2020 オリンピック・パラリンピックで納入する顔認証
システム



新 4K8K衛星放送の方式開発と標準化

受賞者 鈴木陽一

受賞者 田中祥次 受賞者 高田政幸

2000 年 12 月に BS デジタル放送が開始され，日本全
国の各家庭でハイビジョン番組が視聴できるようになっ
た．従来の BS デジタル放送は，52 Mbit/s の伝送容量
を持つ伝送方式 ISDB-S（Integrated Services Digital
Broadcasting-Satellite）を用いて，一つのチャネルでハ
イビジョン番組（2K）を二つ送ることができる．その
後，より高精細な 4K・8K 放送に対する市場ニーズが
高まってきたが，4K，8K はそれぞれ 4 倍，16 倍の解
像度があり 4Kで 25～30 Mbit/s，8K で 80～100 Mbit/s
の伝送容量が必要とされた．帯域幅などの条件を従来方
式から変えず，8K なら 1 番組，4K なら 3 番組放送す
るためには，従来の約 2 倍の伝送容量（100 Mbit/s）を
確保できる伝送方式を開発する必要があった．
受賞者らは，衛星放送の占有帯域幅やサービス時間率
等の要求条件を満たしつつ，4K 及び 8K 衛星放送の所
要の伝送容量を確保するために，以下の三つの要素技術
を適用した新 4K8K 衛星放送の伝送方式 ISDB-S3 を開
発した(1)～(3)．

① LDPC（低密度パリティ検査）符号の独自設計：
伝送フレームを構成するスロット長などの伝送システ

ムからの要求条件や誤り訂正性能を考慮して，符号長 4
万 4,880 ビットの LDPC 符号を独自に設計し，ビット
誤り率 10－11 までエラーフロアのない誤り訂正特性を確
保した．
② 変調波の信号点配置の最適化：
16APSK（16 値振幅位相変調）の同心円上に配置さ

れる信号点配置の半径比について，誤り訂正後のビット
誤り率が最良となる半径比を設計した．上記 LDPC 符
号（符号化率 7/9）と組み合わせた場合の所要 C/N は

10.8 dB であり，シャノン限界（9.2dB）との差は僅か
1.6 dB と通信路容量の理論限界値に迫る性能を有する
（図 1）．
③ シンボルレートの高速化：
帯域制限波形成形フィルタのロールオフ率を 0.03 と
いう極限まで小さい値を採用することで，シンボルレー
トを従来の 28.86 Mbaud から 33.7561 Mbaud まで高速
化した（図 2）．

上記①～③を組み合わせることで，従来の BS 放送と
同じ占有帯域幅 34.5 MHz を満たしつつ，99.9552 Mbit/
s の伝送容量を確保した．従来方式 ISDB-S と本方式
ISDB-S3 との伝送方式及び特徴の比較を表 1 に示す．
本方式は従来方式に対して同じ帯域幅で伝送容量を約 2
倍にしつつ，最悪月サービス時間率をほぼ同等とした．
受賞者らは国内外の標準規格化及び実用化においても
主導的役割を果たした．ISDB-S3 は 2014 年に日本の技
術基準（平成 23 年総務省令第 87 号（平成 26 年一部改
正））に反映されるとともに国内民間標準規格（ARIB
STD-B44 2.0 版）として規定され(4)，また 2016 年に国
際標準規格（ITU-R 勧告 BO. 2098）としても採用され
た．更に，2016 年には放送事業者の運用規定を定めた
技術資料（ARIB TR-B39 1.0 版）が策定された(5)．
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図 1 所要C/N対情報ビットレート

図 2 ISDB-S3 変調信号波形



これらの標準規格化を経て 2016 年 8 月に ISDB-S3 伝
送方式による 4K・8K 試験放送が開始され，2018 年 12
月に本放送として新 4K8K衛星放送が開始された．
以上のように，受賞者らは新 4K8K 衛星放送の実現

において，伝送方式の開発，標準化及び実用化の主導的
役割を果たすとともに，8K 放送事業化への道を開い
た．よって，受賞者らの業績は極めて顕著であり，本会
業績賞にふさわしいものである．
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第 5世代移動通信システムの実用化

受賞者 中村武宏

受賞者 奥村幸彦 受賞者 今井哲朗

第 5 世代移動通信システム（5G）の実用化に関する
受賞者らの取組みのスタートは，2010 年に遡る．当時

は現行の第 4世代移動通信システムが国内で導入され始
めた段階であったが，受賞者らは将来の移動通信トラ
ヒックの増大に対応するための次世代移動通信方式の確
立が必要であることを早くも見いだし，超高速・大容
量，超低遅延，多数端末同時接続等の特徴を持つ 5G の
実用化に向け，新たな技術・方式の検討を早期に開始す
るとともに，その後 9年間にわたり研究開発からサービ
ス応用に至る幅広い取組みによる実用化を推進した．
5G の実用化には，周波数がひっ迫している既存シス

テムの使用周波数に対して，より高い周波数を使用可能
なシステムの実現が不可欠であり，その性能の大幅な向
上に当たっては，同時に経済性や信頼性も大きく進展さ
せる必要がある．そこで，既存システムが使用している
UHF 帯及び低 SHF 帯に加えて新たに高 SHF 帯（6～
30 GHz 未満）を開拓し，既存周波数帯とともに組合せ
導入可能なシステムの実現に向け，高 SHF 帯を必要な
エリアに効率良くかつ低コストで導入可能な新たな無線
アクセスシステムのアーキテクチャを発案するととも
に，高 SHF 帯の電波伝搬・無線伝送・システム化に関
する新たな方式・技術を実機の試作開発と実験検証を通
して確立した．中でも，超多素子のアンテナで構成され
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表 1 従来技術（ISDB-S）と本技術（ISDB-S3）との伝送方式及び特徴の比較
従来方式（ISDB-S） 本方式（ISDB-S3）

占有帯域幅の制限値 34.5 MHz
誤り訂正符号 畳込み符号＋リードソロモン符号 LDPC符号（符号長 44,880）＋BCH符号

実運用している変調方式 8PSK（符号化率 2/3） 16APSK（符号化率 7/9）
ロールオフ率 0.35 0.03
シンボルレート 28.86 Mbaud 33.7561 Mbaud
伝送容量 52.17 Mbit/s 99.9552 Mbit/s

最悪月サービス時間率 99.86% 99.70%



る高 SHF帯Massive MIMOシステムとそのビーム制御
に関する技術を確立した結果，28 GHz 帯の超広帯域か
つ最大 16 ビームの空間多重伝送により，世界で初めて
27 Gbit/s に達する超高速無線データ伝送の屋外移動環
境における通信実験に成功するとともに，新幹線等の高
速鉄道を想定した時速約 300 km の超高速移動環境での
模擬実験において，28 GHz 帯で 1 Gbit/s を超える超高
速無線通信と基地局間ビームハンドオーバに世界に先駆
けて成功した．
また，従来明らかにされていなかった高 SHF 帯の移
動電波伝搬について，新たな電波伝搬理論の基礎的モデ
ルから，より実践的な推定法に至る技術の確立に向けた
取組みを行った結果，多様かつダイナミックな移動環境
における高 SHF 帯の電波伝搬特性を解析し効率的な基
地局設置を可能とする 360 度複数到来波対応のリアルタ
イム電波ビジュアライザを世界で初めて実現した．
更に，5G を応用した社会的課題の解決や地方創生な
どに向け，総務省 5G 総合実証試験に代表実施機関とし

て参画し，全国の自治体，企業，大学などのパートナと
協力して，5G を活用した様々なユースケースに関する
実証試験を行うとともに，新たな市場の開拓に向けて多
様な業界のパートナとシステムトライアルを実施し，
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図 1 5G周波数戦略とファントムセルコンセプト

図 2 20 Gbit/s 超え超高速データ通信実験

図 3 360 度対応 5G電波ビジュアライザ

図 4 5G活用救急搬送高度化実証試験



5G システムの有効性の検証と 5G を応用する新サービ
スの創出に向けた取組みを推進した．
以上の 5G の実用化に向けた先進的な取組みの結果，

2019 年 4 月に国内の 5G商用システム用周波数帯として
高 SHF 帯の 28 GHz 帯が低 SHF 帯の二つの新周波数帯
とともに各移動通信事業者へ割り当てられ，同年 9月に
商用基地局・移動端末を用いた 5G プレサービス，2020
年 3 月に商用サービスを開始するに至った．本実用化
は，移動通信システムによる新たな価値を世の中に提供
するものであり，これを実現するための礎となる 5G の
新たな技術・方式を確立した受賞者らの功績は極めて顕
著であり，本会業績賞にふさわしいものである．
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101, no. 9, pp. 936-937, Sept. 2018.

国際的に通用する工学教育の質保証
及び認定システム

受賞者 篠田庄司

受賞者は，本会が電気学会等の主要学協会とともに正
会員となる「日本技術者教育認定機構（JABEE）」
（1999 年 11 月 19 日発足，2009 年 4 月に一般社団法人と
して設立．なお，技術者教育とは，研究者を含む技術者
を育成する基礎教育）の運営委員会の委員として本会を
代表して秋山稔氏が関わるのを機に，同氏を補佐し，本
会内に JABEE 対応委員会(注1)（2000 年 5 月発足時：図
1）を組織し，かつ JABEE の教育プログラムの認定審
査のためのシステムの設計と具体的な審査と認定作業に
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図 1 JABEE対応委員会の構成（2000 年 5 月発足）



向けた複数の委員会に本会を代表して中心的に関わっ
た．
受賞者は，高等教育機関における学士号授与レベル工

学教育の実質的同等性を相互に認め合う国際協定である
ワシントン協定（WA）（図 2(a)）の中核である米国の
認定機関（ABET）の「工学基準（Engineering Crite-
ria 2000，略称 EC2000）」〈ABET 内の工学認定委員会

（EAC）が 1996 年に改正し，試行を経て，2000 年に全
米の継続申請と新規申請の全ての工学教育プログラムに
義務付けた新基準：図 2(b)〉を分析し，その根底に流
れる‘教えられること重視’から‘学んだこと重視’へ
の発想の転換とそれによる EC2000 の設計の思考を，上
記委員会で知識共有し，他の分野別に先駆けて，本会が
電気学会とともに関わる電気・電子情報通信及びその関
連の分野別基準（案）〔現在の電子情報通信・コン
ピュータ及び関連工学分野と電気・電子及び関連工学分
野の個別基準の対につながる〕の設計を主導し，それを

電子情報通信学会誌 Vol. 103, No. 7, 2020670

(注 1) 2002 年に認定企画実施委員会に，2004 年に現在のアクレディ
テーション委員会に名称変更．

図 2 ワシントン協定と工学基準EC2000



JABEEの認定システムの設計に反映した．
JABEE は 2001 年 6 月に WA に暫定加盟，2005 年 6

月に正式加盟が認められた．しかし，JABEE 認定の工
学教育プログラムのカリキュラムにおけるエンジニアリ
ングデザイン教育の質を，WA 加盟機関が認定するプ
ログラムのそれと実質的に同等になるための改善への対
応が求められた．
受賞者は，それへの対応を含め，WA 加盟の米国，
カナダ，英国などの高等教育機関や欧州高等教育圏のド
イツ，オランダ，ベルギーなどの高等教育機関（大学院
を含む）の工学教育でのエンジニアリングデザイン教
育(1)の状況や，学習成果のアセスメント・評価の方法や
ルーブリックの利用(2)などを，調査・分析・考察し，本
会の会誌記事等の執筆(1)～(6)や講演(7)などを通じて，本
会会員を中心とする工学教育を含む高等教育関係者への
意識付けを行い，更に，JABEE と本会の活動につい
て，海外における IEEE 工学認定ワークショップでの依
頼講演(8)や国際会議のプレナリー・セッションでの基調
講演(9)なども行った．
受賞者の著述は JABEE や他学協会・他者に多数引用
されており，その影響は幅広い．例えば，本会会誌記
事(3)は 3 件の文献(10)～(12)で引用され，本会会誌記事(4)は
3 件の文献(13)～(15)で引用されている．
以上のとおり，受賞者は，20 年以上にわたり国際的

に通用する工学教育の質保証と認定システムを我が国に
導入・定着させるために精力的に活動し，電子情報通信
と電気電子を中心とする幅広い工学分野の高等教育関係
者に多大な影響を与え，文部科学省や JABEE を中心と
する教育関連機関等への広い普及に貢献されている．受
賞者は現在も本会アクレディテーション委員会顧問を務
め，後進の指導にあたっている．また，JABEE には，
6 年務めた理事に引き続き，現在は監事として携わって
いる．
受賞者の教育への貢献は抜きん出ており，本会業績賞

にふさわしいものである．
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